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１．平成20年12月期第３四半期の業績（平成20年１月１日　～　平成20年９月30日）

(1）経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年12月期第３四半期 5,322 △2.4 △48 － △80 － △402 －

19年12月期第３四半期 5,455 22.1 △11 － △18 － △308 －

19年12月期 7,387 17.0 8 △97.9 0 △99.9 △381 －

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年12月期第３四半期 △17,974 91 － －

19年12月期第３四半期 △13,888 89 － －

19年12月期 △17,148 25 － －

　（注）平成20年12月第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高はありますが、

１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年12月期第３四半期 3,021 705 23.3 31,527 26

19年12月期第３四半期 3,423 1,179 34.4 52,798 57

19年12月期 3,412 1,107 32.4 49,495 05

（参考）自己資本 20年９月期 705百万円 19年９月期 1,179百万円 19年12月期 1,107百万円

(3）キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年12月期第３四半期 434 64 △280 539

19年12月期第３四半期 △25 △619 242 373

19年12月期 △16 △832 391 319

２．配当の状況

１株当たり配当金（円）

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

19年12月期 － － － － － － － － 0 00

20年12月期（実績） － － － － － － － －   

20年12月期（予想） － － － 0 00 0 00

　

３．平成20年12月期の業績予想（平成20年１月１日　～　平成20年12月31日）

 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純損失

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,147 96.7 5 － △36 － △382 － △17,075 67
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４．その他

(1）四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　：　中間財務諸表作成基準

(2）最近事業年度からの会計処理の方法の変更有無　　：　無

(3）会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「有価証券上場規程施行規則」の別添に定められている「四半期財

務諸表等に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　上記業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

今後さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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【定性的情報・財務諸表等】

１．経営成績に関する定性的情報

  当第３四半期会計期間におけるわが国の経済は、堅調な景気回復基調が一転し、米国のサブプライム住宅ローン問題

に端を発した金融市場の混乱及び年金問題、医療保険問題など先行き不安が広がり、景気後退懸念は強まっております。

　このような経済情勢の下、外食産業におきましては、相次ぐ生活用品の値上げで消費者は節約志向を強め、外食を手

控えるムードが広がりつつあることに加え、後を絶たない食品偽装などの不祥事が追い討ちをかけ、経営環境は引き続

き厳しい状況にあります。

　こうした状況の下、当第３四半期は、中間期末までに不採算店の整理を概ね終了していることから、収益力の向上に

力点をおいて事業を進めてまいりました。

　ペッパーランチ事業につきましては、ガーリックロースステーキなどのキャンペーン商品の投入、お客様目線を意識

したビール価格の値下げ、個店別の販売促進活動などを実施したことにより、８月単月では既存店の売上高が前年対比

で上回るなど、四半期ベース(7月～9月)で見るとほぼ計画通りに推移することができました。

　その結果、ペッパーランチ事業の売上高は4,148百万円（前年同期比5.0％減）となりました。

　レストラン事業につきましては、「ステーキくに」、「とんかつかつき亭」を「ペッパーランチ」に並ぶ中核事業に

育成することを明確にし、出店を増やしてまいりました。９月には、「ステーキくに」のフランチャイズ１号店を越谷

レイクタウンにオープンするとともに、「とんかつかつき亭」の２号店、３号店を都心にオープン致しております。

　その結果、レストラン事業の売上高は1,131百万円（前年同期比9.1％増）となりました。

　商品事業につきましては、「とんかつソース」及び「冷凍ペッパーライス」の販路拡大に努めると共に、「ぴたり箸」

の市場認知度の向上を目指してまいりました。

　その結果、商品事業の売上高は42百万円（前年同期比14.6％減）となりました。

　これらの結果、四半期ベース（７月～９月）で見ると、不採算店の整理を進めたことにより売上高は前年同期に比べ

て減少しておりますが、前年同期四半期は９百万円の営業損失だったのに対し、当四半期は45百万円の営業利益を確保

しております。

　当第３四半期会計期間における業績は、売上高5,322百万円(前年同期比2.4％減）、営業損失は48百万円(前年同期11

百万円の営業損失)、経常損失は80百万円(前年同期18百万円の経常損失)、第３四半期純損失は402百万円(前年同期308

百万円の第３四半期純損失)となりました。

２．財政状態に関する定性的情報

(1）資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期末の総資産は、前事業年度末に比べて390百万円減少し3,021百万円となりました。これは主に、有形

固定資産が売却、減価償却及び減損損失の計上等により383百万円減少したことによるものです。

　また、当第３四半期末の負債合計は、前事業年度末に比べて11百万円増加し2,316百万円となりました。これは主に、

支払サイトをより適正なものに見直したことにより買掛金が190百万円増加したことによるものです。

　この結果、当第３四半期末の自己資本比率は23.3％となり、前事業年度末に比べて9.1%減少しております。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて219百万円増加し

539百万円となりました。これは、支払サイトをより適正なものに見直したことにより営業活動によるキャッシュ・フ

ローが434百万円増加したこと、固定資産の売却等に伴い投資活動のキャッシュ・フローが64百万円増加したこと及び

借入金の返済に伴い財務活動によるキャッシュ・フローが280百万円減少したためです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、434百万円となりました。これは主に、当第３四半期純損失を382百万円計上した

こと、減損損失を192百万円計上したこと、減価償却費を150百万円計上したこと、支払サイトをより適正なものに見

直したことにより仕入債務が190百万円増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、64百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得に伴い支払が82百万円

ありましたが、有形固定資産の売却により収入79百万円あったことと受入保証金の受入による収入が67百万円あった

ことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、280百万円となりました。これは、社債の発行による収入が291百万円ありました

が借入金を571百万円返済したことによるものです。
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３．業績予想に関する定性的情報

　当第３四半期の業績は、中間期末までに不採算店の整理を概ね終了していることからほぼ計画通りに推移しており、

平成20年12月期の業績予想につきましては平成20年７月16日に公表いたしました業績予想より変更はありません。
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４．四半期財務諸表

(1）四半期貸借対照表

  
前第３四半期会計期間末
（平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  461,256   569,801   408,486   

２．売掛金  376,997   411,889   409,832   

３．たな卸資産  50,000   59,535   83,349   

４．その他  208,163   140,831   228,728   

　　貸倒引当金  －   △8,467   △1,518   

流動資産合計   1,096,418 32.0  1,173,589 38.8  1,128,878 33.1

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※１ 833,702   557,840   821,176   

(2）機械及び装置 ※１ 206,464   153,648   195,205   

(3）その他 ※１ 205,099   127,871   206,038   

有形固定資産合計  1,245,266   839,360   1,222,420   

２．無形固定資産           

　(1）ソフトウェア  219,276   191,226   227,776   

　(2）その他  1,773   1,762   1,770   

無形固定資産合計  221,050   192,988   229,547   

３．投資その他の資産           

(1）敷金保証金  769,266   724,214   748,683   

(2）その他  127,372   126,665   131,255   

貸倒引当金  △35,556   △43,284   △48,301   

投資その他の資産合計  861,082   807,596   831,637   

固定資産合計   2,327,400 68.0  1,839,944 60.9  2,283,605 66.9

Ⅲ　繰延資産           

１．社債発行費  －   8,334   －   

繰延資産合計　   － －  8,334 0.3  － －

資産合計   3,423,818 100.0  3,021,868 100.0  3,412,483 100.0
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前第３四半期会計期間末
（平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  314,709   578,964   388,363   

２．短期借入金  360,000   －   335,000   

３．一年以内返済予定の長期
借入金

 260,415   269,474   298,138   

４．一年以内償還予定の社債  －   43,200   －   

５．未払金  253,476   179,184   136,091   

６．未払法人税等  9,593   23,365   19,799   

７．未払消費税等
※３
　

15,784   36,003   11,741   

８．賞与引当金  6,000   13,500   －   

９．その他  152,580   144,664   131,546   

流動負債合計   1,372,559 40.1  1,288,357 42.7  1,320,680 38.7

Ⅱ　固定負債           

１．社債  －   256,800   －   

２．長期借入金  405,624   333,150   540,832   

３．受入保証金  422,141   416,014   406,658   

４．長期未払金  43,905   －   36,875   

５．その他  490   22,250   182   

固定負債合計   872,161 25.5  1,028,215 34.0  984,549 28.9

負債合計   2,244,720 65.6  2,316,572 76.7  2,305,229 67.6

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   573,819 16.8  574,599 19.0  574,599 16.8

２．資本剰余金           

資本準備金  530,377   531,157   531,157   

資本剰余金合計   530,377 15.5  531,157 17.6  531,157 15.6

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  172   172   172   

(2）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  74,014   △401,057   1,058   

利益剰余金合計   74,186 2.1  △400,885 △13.3  1,230 0.0

株主資本合計   1,178,383 34.4  704,870 23.3  1,106,987 32.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額
金

  714 0.0  425 0.0  266 0.0

評価・換算差額等合計   714 0.0  425 0.0  266 0.0

純資産合計   1,179,097 34.4  705,296 23.3  1,107,253 32.4

負債純資産合計   3,423,818 100.0  3,021,868 100.0  3,412,483 100.0
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(2）四半期損益計算書

  
前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
要約損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,455,080 100.0  5,322,295 100.0  7,387,573 100.0

Ⅱ　売上原価   2,882,474 52.8  2,880,011 54.1  3,890,262 52.7

売上総利益   2,572,605 47.2  2,442,284 45.9  3,497,310 47.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費   2,584,200 47.4  2,491,111 46.8  3,489,171 47.2

営業利益又は営業損失
（△）

  △11,594 △0.2  △48,827 △0.9  8,139 0.1

Ⅳ　営業外収益 ※１  17,589 0.3  16,527 0.3  22,056 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  24,255 0.4  48,297 0.9  29,810 0.4

経常利益又は経常損失
（△）

  △18,260 △0.3  △80,597 △1.5  384 0.0

Ⅵ　特別利益   6,802 0.1  8,754 0.1  10,254 0.2

Ⅶ　特別損失
※

3,4,5
 254,792 4.7  310,244 5.8  336,918 4.6

税引前第３四半期(当
期)純損失

  266,250 △4.9  382,087 △7.2  326,279 △4.4

法人税、住民税及び事
業税

 23,075   20,029   33,260   

法人税等調整額  18,923 41,999 0.8 － 20,029 0.4 21,665 54,926 △0.8

第３四半期(当期)純損
失

  308,249 △5.7  402,116 △7.6  381,205 △5.2

           

(3）四半期株主資本等変動計算書

前第３四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成18年12月31日　残高（千円） 568,779 525,337 172 426,424 1,520,712 652 1,521,365

第３四半期会計期間中の変動額        

剰余金の配当    △44,160 △44,160  △44,160

新株の発行 5,040 5,040   10,080  10,080

第３四半期純損失    △308,249 △308,249  △308,249

株主資本以外の項目の第３四半期
会計期間中の変動額（純額）

     62 62

第３四半期会計期間中の変動額合計
（千円）

5,040 5,040 － △352,409 △342,329 62 △342,267

平成19年９月30日　残高（千円） 573,819 530,377 172 74,014 1,178,383 714 1,179,097
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当第３四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年９月30日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成19年12月31日　残高（千円） 574,599 531,157 172 1,058 1,106,987 266 1,107,253

第３四半期会計期間中の変動額        

第３四半期純損失    △402,116 △402,116  △402,116

株主資本以外の項目の第３四半期
会計期間中の変動額（純額）

     159 159

第３四半期会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － △402,116 △402,116 159 △401,957

平成20年９月30日　残高（千円） 574,599 531,157 172 △401,057 704,870 425 705,296

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成18年12月31日残高（千円） 568,779 525,337 172 426,424 1,520,712 652 1,521,365

事業年度中の変動額        

剰余金の配当    △44,160 △44,160  △44,160

新株の発行 5,820 5,820   11,640  11,640

当期純損失    △381,205 △381,205  △381,205

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

     △386 △386

事業年度中の変動額合計（千円） 5,820 5,820 － △425,365 △413,725 △386 △414,111

平成19年12月31日残高（千円） 574,599 531,157 172 1,058 1,106,987 266 1,107,253
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(4）四半期キャッシュ・フロー計算書

  
前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度要約

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前第３四半期（当期）純損失(△)  △266,250 △382,087 △326,279

減価償却費  136,167 150,182 194,768

減損損失  203,384 192,537 267,998

長期前払費用償却額  34,209 17,685 38,392

貸倒引当金の増減額

（△減少額）
 4,917 1,932 19,180

賞与引当金の増減額

（△減少額）
 6,000 13,500 －

受取利息及び受取配当金  △789 △594 △1,099

支払利息  17,352 17,215 23,582

固定資産売却損益  2,487 39,142 △965

固定資産除却損　  23,763 51,367 37,062

売上債権の増減額

（△増加額）
 41,280 △23,379 △7,854

たな卸資産の増減額

（△増加額）
 △17,895 23,813 △51,244

仕入債務の増減額

（△減少額）
 △65,908 190,601 7,745

その他  △30,723 172,278 △97,212

小計  87,994 464,195 104,076

利息及び配当金の受取額  789 594 1,099

利息の支払額  △13,743 △14,515 △19,620

法人税等の支払額  △100,709 △15,334 △101,894

営業活動によるキャッシュ・フロー  △25,668 434,940 △16,338

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △40,505 △5,154 △88,520

定期預金の払戻による収入　  36,739 63,536 83,681

有形固定資産の取得による支出  △393,537 △82,893 △534,036

有形固定資産の売却による収入  1,708 79,807 21,413

無形固定資産の取得による支出  △103,270 △32,916 △198,196

敷金保証金の差入による支出  △102,710 △43,899 △113,301

敷金保証金の払戻による収入  22,890 52,567 49,986

受入保証金の受入による収入  59,424 67,869 69,976

受入保証金の返還による支出　  △38,108 △30,340 △54,708

その他  △62,405 △3,750 △68,734

投資活動によるキャッシュ・フロー  △619,776 64,827 △832,439
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前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度要約

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△減少額）  184,999 △335,000 159,999

長期借入金の借入れによる収入  350,000 － 600,000

長期借入金の返済による支出  △222,870 △236,346 △299,939

社債の発行による収入  － 291,275 －

社債の償還による支出  △36,000 － △36,000

株式の発行による収入  10,080 － 11,640

配当金の支払額  △44,160 － △44,160

財務活動によるキャッシュ・フロー  242,048 △280,070 391,539

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△減少額）  △403,395 219,697 △457,239

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  777,205 319,966 777,205

Ⅶ　現金及び現金同等物の第３四半期会計期間

末（当期末）残高
※ 373,809 539,663 319,966
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　第３四半期会計期間末の市

場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。）

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

　最終仕入原価法による原価法

(3）たな卸資産

同左

(3）たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　主な耐用年数は以下の通りであ

ります。

建物 　　　　　　８年～18年

機械及び装置 　　５年～９年

その他（工具器具及び備品）

２年～20年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法（なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。）

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）投資その他の資産「その他」

（長期前払費用）

　定額法

 (3）投資その他の資産「その他」

（長期前払費用）

同左 

 (3）投資その他の資産「その他」

（長期前払費用）

同左 

３．繰延資産の処理方法 (1）株式交付費

　支出時に全額費用処理する方法

を採用しております。

 (2）　　        －

(1）　　　　　－

 

 (2）社債発行費

　　 社債償還期間にわたり定額法に

より償却しております。

(1）株式交付費

同左

 

 (2）　　        －

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

　なお、夏期及び冬期賞与の支給

対象期間が、上期及び下期の会計

期間と一致しているため、中間会

計期間末及び事業年度末において

賞与引当金は計上しておりません。

第３四半期会計期間においては、

下期首から事業年度末における支

給見込額のうち第３四半期の負担

額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）　　　　　　－
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項目
前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）金利スワップ

（ヘッジ対象）借入金利

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため、有効性の評

価を省略しております。

(4）ヘッジの有効評価の方法

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

７．第３四半期キャッシュ・

フロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

８．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

－ 12 －



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

（有形固定資産の減価償却の方法）

　平成19年税制改正に伴い、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法によっ

ております。

　なお、この変更による損益に与える影響は

軽微であります。

― （有形固定資産の減価償却の方法） 

  平成19年税制改正に伴い、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法によっ

ております。

　これにより、営業利益及び経常利益が、

3,777千円減少し、税引前当期純損失が、同額

増加しております。

追加情報

前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

― （有形固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％相当額に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

　これによる営業損失、経常損失及び税引前

第３四半期純損失に与える影響額は軽微であ

ります。

―

表示方法の変更

前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

(貸借対照表)

　(1）ソフトウェア

　前第３四半期会計期間末において区分掲記していなかった「無形固

定資産」の「ソフトウェア」は資産総額の100分の５を超えたため、区

分掲記しました。

　なお、前第３四半期会計期間末における「ソフトウェア」は8,171千

円であります。

(2）未払消費税等

　流動負債の「未払消費税等」は前第３四半期会計期間末は「その他」

に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、区分掲

記しました。

　なお、前第３四半期会計期間末「その他」に含まれる「未払消費税

等」は7,074千円であります。

　　　　　　　　　　　　　－

(貸借対照表)

－

　　　

 

 

 

　　　

 

－

　　　

 

 
　(3）長期未払金

　前第３四半期まで区分掲記していた「長期未払金」(当第３四半期末

残高19,718千円)は金額的に重要性が乏しくなったため、固定負債の

「その他」に含めて表示することになりました。　
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注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前第３四半期会計期間末
（平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

626,765千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

692,728千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

663,170千円

２．偶発債務

　当社のフランチャイズ加盟店がリース会

社と締結しているリース契約につき、フラ

ンチャイズ加盟店の契約不履行等の場合に、

当社がその契約上の地位（権利義務の一

切）を承継する義務のある契約残高は以下

の通りとなっております。

２．偶発債務

　当社のフランチャイズ加盟店がリース会

社と締結しているリース契約につき、フラ

ンチャイズ加盟店の契約不履行等の場合に、

当社がその契約上の地位（権利義務の一

切）を承継する義務のある契約残高は以下

の通りとなっております。

２．偶発債務

　当社のフランチャイズ加盟店がリース会

社と締結しているリース契約につき、フラ

ンチャイズ加盟店の契約不履行等の場合に、

当社がその契約上の地位（権利義務の一

切）を承継する義務のある契約残高は以下

の通りとなっております。

フランチャイズ加盟店に係る保証債務 フランチャイズ加盟店に係る保証債務 フランチャイズ加盟店に係る保証債務

リース契約 法人　２件 1,992千円

 合計 1,992千円

リース契約 法人１件 124千円

 合計 124千円

リース契約 法人　１件 1,249千円

 小計 1,249千円

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

の上、未払消費税等として表示しておりま

す。

※３．消費税等の取扱い

　　　　　　　同左

※３．消費税等の取扱い

－
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．営業外収益のうち主要なものは次の通

りであります。

※１．営業外収益のうち主要なものは次の通

りであります。

※１．営業外収益のうち主要なものは次の通

りであります。

受取利息 742千円

協賛金収入 3,709千円

賃貸料収入 3,872千円

受取利息 543千円

協賛金収入 4,805千円

賃貸料収入 2,443千円

受取利息 1,042千円

協賛金収入 4,051千円

賃貸料収入 8,096千円

※２．営業外費用のうち主要なものは次の通

りであります。

※２．営業外費用のうち主要なものは次の通

りであります。

※２．営業外費用のうち主要なものは次の通

りであります。

支払利息 17,476千円 支払利息 17,215千円 支払利息 23,582千円

※３．特別損失のうち主要なものは次の通り

であります。

※３．特別損失のうち主要なものは次の通り

であります。

※３．特別損失のうち主要なものは次の通り

であります。

固定資産除却損 23,763千円

減損損失 203,384千円

違約金 14,664千円

固定資産除却損 68,509千円

減損損失 192,537千円

固定資産除却損 37,062千円

減損損失 267,998千円

※４．固定資産除却損の内訳は次の通りであ

ります。

※４．固定資産除却損の内訳は次の通りであ

ります。

※４．固定資産除却損の内訳は次の通りであ

ります。

建物 23,763千円

計 23,763千円

建物 51,322千円

機械及び装置 7,888千円

その他 9,297千円

計 68,509千円

建物 34,387千円

機械及び装置 1,883千円

その他 790千円

計 37,062千円

※５．減損損失

　当社では、減損の兆候を判定するに

あたり、原則として店舗資産、本社等

の共有資産に分類し、それぞれにおい

て独立したキャッシュ・フローを生成

する最小単位にグルーピングしており

ます。

　　当第３四半期会計期間において、退

店が見込まれることにより、また収益性

の低下により以下の店舗資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（203,384千円）として特別

損失に計上いたしました。

※５．減損損失

　当社では、減損の兆候を判定するに

あたり、原則として店舗資産、本社等

の共有資産に分類し、それぞれにおい

て独立したキャッシュ・フローを生成

する最小単位にグルーピングしており

ます。

　当第３四半期会計期間において、退

店が見込まれることにより、また収益

性の低下により以下の店舗資産及び遊

休資産の帳簿価格を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失（192,537

千円）として特別損失に計上いたしま

した。

※５．減損損失

　当社では、減損の兆候を判定するに

あたり、原則として店舗資産、本社等

の共有資産に分類し、それぞれにおい

て独立したキャッシュ・フローを生成

する最小単位にグルーピングしており

ます。

　当事業年度において、退店が見込ま

れることにより、また収益性の低下に

より以下の店舗資産の帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額を減損

損失（267,998千円）として特別損失に

計上いたしました。

場所 主な用途 種類
減損損失
（千円）

東京都
ペッパー
ランチ

建物及び長
期前払費用

88,178

東京都
ステーキ
くに

建物及び長
期前払費用

49,772

東京都 かつき亭 建物 24,581

埼玉県
ペッパー
ランチ

建物 13,299

大阪府
ペッパー
ランチ

建物 17,296

佐賀県
ペッパー
ランチ

建物 10,255

　なお、回収可能価額は退店が見込まれ

るものについては正味売却価額で測定し、

収益性の低下によるものについては、使

用価値により測定しておりますが、将来

キャッシュ・フローがマイナスであるた

めゼロとして評価しております。

場所 主な用途 種類
減損損失
（千円）

北海道
ペッパー
ランチ

建物 4,603

千葉県
ステーキ
くに

建物 16,052

東京都
ペッパー
ランチ

建物、長
期前払費用及
びリース資産

75,810

東京都
ステーキ
くに

建物及び長
期前払費用

61,145

埼玉県
ペッパー
ランチ

建物 15,416

奈良県
ペッパー
ランチ

建物 7,924

岐阜県
ペッパー
ランチ

建物 11,583

　なお、遊休資産については回収可能価額を

正味売却価額で測定しております。退店が見

込まれるもの、収益性の低下によるものにつ

いては、回収可能価額を使用価値により測定

しておりますが、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるためゼロとして評価しており

ます。

場所 主な用途 種類
減損損失
（千円）

北海道
ペッパー
ランチ

建物 13,450

長野県
ペッパー
ランチ

建物 6,203

千葉県
ステーキ
くに

建物 35,455

東京都
ペッパー
ランチ

建物及び長
期前払費用

95,938

東京都
ステーキ
くに

建物及び長
期前払費用

49,772

東京都 かつき亭 建物 24,581

埼玉県
ペッパー
ランチ

建物 13,299

奈良県
ペッパー
ランチ

建物 1,739

大阪府
ペッパー
ランチ

建物 17,296

佐賀県
ペッパー
ランチ

建物 10,255

　なお、回収可能価額は正味売却価額と使用

価値のいずれか高い価額としております。正

味売却価額については、不動産鑑定士による

鑑定評価額を使用し、使用価値については将

来キャッシュ・フローを2.2％で割引いて算定

しております。
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前第３四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額

有形固定資産 78,101千円

無形固定資産 5,669千円

有形固定資産 111,818千円

無形固定資産 38,363千円

有形固定資産 168,750千円

無形固定資産 26,018千円
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（四半期株主資本等変動計算書関係）

前第３四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

　　　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当第３四半期会計
期間増加株式数

（株）

当第３四半期会計
期間減少株式数

（株）

当第３四半期会計
期間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 22,080 252 － 22,332

合計 22,080 252 － 22,332

　（注）普通株式の発行済株式の増加252株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加252株であります。

２．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

株主総会
普通株式 44,160 2,000 　平成18年12月31日 平成19年３月30日　

当第３四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当第３四半期会計
期間増加株式数

（株）

当第３四半期会計
期間減少株式数

（株）

当第３四半期会計
期間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 22,371 － － 22,371

合計 22,371 － － 22,371

２．配当に関する事項

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 前期末株式数（株）
当期増加株式数

（株）
当期減少株式数

（株）
当期末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,080 291 － 22,371

合計 22,080 291 － 22,371

　（注）　発行済株式の変動理由は、次の通りであります。

ストック・オプションの行使による増加　　　　　　　　291株

２．配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日

株主総会
普通株式 44,160 2,000 平成18年12月31日 平成19年3月30日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※　現金及び現金同等物の第３四半期末残高と

第３四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成19年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の第３四半期末残高と

第３四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成20年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平

成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 461,256千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△87,446千円

現金及び現金同等物 373,809千円

現金及び預金勘定 569,801千円

預入期間が３ケ月を超

える定期預金
△30,137千円

現金及び現金同等物 539,663千円

現金及び預金勘定 408,486千円

預入期間が３ケ月を超

える定期預金
△88,520千円

現金及び現金同等物 319,966千円
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（リース取引関係）

前第３四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び第３四半期末残

高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び第３四半期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

第３四半

期末残高

相当額

（千円）

機械及び
装置

10,024 8,034 1,989

その他
（工具器
具及び備
品）

70,494 29,191 41,303

ソフト
ウェア

2,916 1,321 1,595

合計 83,436 38,547 44,889

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
(千円)　

第３四
半期末
残高相
当額
（千円）

機械及び
装置

6,015 4,151 － 1,863

その他
（工具器
具及び備
品）

90,038 52,663 5,890 31,484

ソフト
ウェア

2,916 1,904 － 1,012

合計 98,970 58,720 5,890 34,359

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

機械及び
装置

2,804 978 1,825

その他
（工具器
具及び備
品）

70,494 32,766 37,728

ソフト
ウェア

2,916 1,467 1,449

合計 76,216 35,212 41,003

(2）未経過リース料第３四半期末残高相

当額

(2）未経過リース料第３四半期末残高相当額及び

リース資産減損勘定第３四半期末残高

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 14,995千円

１年超 31,203千円

合計 46,199千円

１年内 20,145千円

１年超 23,026千円

合計 43,172千円

リース資産減損勘定残高 5,890千円

１年内 14,774千円

１年超 27,545千円

合計 42,320千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 16,441千円

減価償却費相当額 14,899千円

支払利息相当額 1,279千円

支払リース料 16,310千円

減価償却費相当額 14,900千円

支払利息相当額 1,367千円

減損損失 5,890千円

支払リース料 20,660千円

減価償却費相当額 18,784千円

支払利息相当額 1,649千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分

前第３四半期会計期間末
（平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度
（平成19年12月31日）

取得原価
（千円）

第３四半
期貸借対
照表計上
額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

第３四半
期貸借対
照表計上
額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 3,524 4,729 1,204 4,748 5,466 717 3,834 4,283 449

合計 3,524 4,729 1,204 4,748 5,466 717 3,834 4,283 449

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前第３四半期会計期間末
（平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度
（平成19年12月31日）

第３四半期貸借対照表計上額
（千円）

第３四半期貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券    

非上場株式 36,000 35,000 36,000

合計 36,000 35,000 36,000

　（注）１.　当第３四半期会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について1,000千円の減損処理を行って

おります。

　　　　２.　なお、当該株式の減損にあたっては、第３四半期会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

前第３四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

当第３四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年９月30日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

前第３四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

　１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　　　販売費及び一般管理費　2,250千円　

　　　２．前第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成19年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　５名　　当社監査役３名

当社従業員　70名

株式の種類別のストック・オプションの数 普通株式　490株

付与日 平成19年４月10日

権利確定条件 付与日（平成19年４月10日）以降、権利確定日（平成21年３月30

日）まで継続して勤務していること。ただし、任期満了による退任

により役員の地位を喪失した場合、会社都合による退職により従業

員の地位を喪失した場合、その他取締役会が認めた場合はこの限り

ではない。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めてありません。

権利行使期間 平成21年３月30日から平成24年３月29日

権利行使価格（円） 149,667

付与日における公正な評価単価（円）　 55,124

　(注)なお、本ストック・オプションにつきましては、平成19年６月15日付で全付与対象者から新株予約権放棄の申し　入れを受けたことに伴い、

新株予約権戻入益として2,250千円を特別利益に計上しております。

当第３四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　2,250千円

２．当事業年度において存在したストックオプションの内容

 
平成16年3月26日　定時株主総会決議

ストック・オプション

平成19年3月29日　定時株主総会決議

ストック・オプション（注３）

付与対象者の区分及び数

当社取締役　　　　５名 当社取締役　　　　５名

当社監査役　　　　１名 当社監査役　　　　３名

当社従業員　　　３３名 当社従業員　　　７０名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注１、２）
普通株式　　700株 普通株式　　490株

付与日 平成16年4月1日 平成19年4月10日

権利確定条件
権利行使時において当社の取締役、

監査役及び従業員の地位にあること

　　付与日（平成19年4月10日）以降、

　権利確定日（平成21年3月30日）まで

　継続して勤務していること。ただし、

　任期満了による退任により役員の地位

　を喪失した場合、会社都合による退職

　により従業員の地位を喪失した場合、

　その他取締役会が認めた場合はこの

　限りではない。　　

対象勤務期間 自平成16年４月1日　至平成18年3月26日 対象勤務期間は定めておりません

権利行使期間 自平成18年3月27日　至平成23年3月26日 自平成21年3月30日　至平成24年3月29日

権利行使価格（円） 40,000 149,667

付与日における公正な評価単価(円) － 55,124
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　（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　２．平成17年9月10日付をもって1株を3株に、分割しておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。

　　　　３．なお、平成19年3月29日定時株主総会決議ストック・オプションにつきましては、平成19年6月15日付で全与対象者から新株予約権放

棄の申し入れを受けたことに伴い、新株予約権戻入益として2,250千円を特別利益に計上しております。

（持分法損益等）

前第３四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

当第３四半期会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 52,798.57円

１株当たり第３四半期純損

失金額
13,888.89円

１株当たり純資産額 31,527.26円

１株当たり第３四半期　  

純損失金額
17,974.91円

１株当たり純資産額 49,495.05円

１株当たり当期純損失 17,148.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり第３四半期

純利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、１株当たり第３四半期純損失である

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり第３四半

期純利益金額については、新株予約権の残高

はありますが、１株当たり第３四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権の残高はあります

が、1株当たり当期純損失であるため記載はし

ておりません。

　（注）　１株当たり第３四半期（当期）純損失、潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当期）純利益の金額算定上の基礎は、以下の通りあり

ます。

 
前第３四半期会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１株当たり第３四半期（当期）純損失金額    

第３四半期(当期)純損失（千円） 308,249 402,116 381,205

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る第３四半期(当期)純損失（千円） 308,249 402,116 381,205

期中平均株式数（株） 22,194 22,371 22,230

潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当期）純利益

金額
   

第３四半期（当期）純利益調整額

（千円）
－ －　 －

普通株式増加数 － －　 －

（うち新株予約権（株）） － －　 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り第３四半期（当期）純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

潜在株式の種類

新株予約権 （321個）

潜在株式の数 963株

 

潜在株式の種類

新株予約権 （308個）

潜在株式の数　924株

潜在株式の種類

新株予約権 （308個）

潜在株式の数　924株
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（重要な後発事象）

前第３四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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５．仕入及び販売の状況

(1）仕入実績

　当第３四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前年同期比
（％）

ペッパーラン

チ事業

フランチャイズ事業（千円） 1,775,303 96.3

直営事業（千円） 497,488 111.2

委託事業（千円） 82,692 62.2

小計（千円） 2,355,485 97.2

レストラン事業（千円） 470,576 112.9

商品販売事業（千円） 34,257 83.8

合計（千円） 2,860,319 99.3

　（注）１．仕入実績には消費税等は含まれておりません。

２．フランチャイズ事業の仕入実績は、大部分が食材等仕入でありますが、それ以外にも加盟者の紹介に対する

支払手数料が含まれております。

３．各仕入先からの仕入値引戻高につきましては、各事業部門の仕入実績に応じて按分しております。

(2）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年９月30日）

前年同期比
（％）

ペッパーラン

チ事業

フランチャイズ事業（千円） 2,498,435 94.0

直営事業（千円） 1,406,098 107.6

委託事業（千円） 244,258 60.6

小計（千円） 4,148,792 95.0

レストラン事業（千円） 1,131,452 109.1

商品販売事業（千円） 42,050 85.4

合計（千円） 5,322,295 97.6

　（注）１．販売実績には消費税等は含まれておりません。

２．直営事業とは、当社直営店における飲食販売事業であります。

３．フランチャイズ事業の販売実績は、大部分が食材等販売高でありますが、それ以外にもフランチャイズ契約

により受取る加盟金、店舗施工手数料、ロイヤリティ収入が含まれております。

４．商品販売事業の販売実績は、冷凍ペッパーライス、とんかつソース等の販売高であります。
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